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　９月議会で認定された市の平成22年度決算を紹介します。
＊決算額は、百万円の位を四捨五入し、千万円単位で表示
＊グラフなどの数値は、単位未満を四捨五入しているので、
　内訳の合計と一致しない場合があります

■問い合わせ先　財政課　☎（36）１１０４

平成22年度決算

【市の財政状況】次世代負担の低減と財政の弾力性の維持に努めています。

　前年度と比較すると、市債残高は３億円、
基金残高は19億円増加しました。この結果、
市債残高と基金残高の差額は16億円減少
し、将来負担の低減が図られました。

【普通会計の決算の状況】
　普通会計は、地方公共団体の財政比較のため、全ての団体で統一的に用いられる
会計区分で、市では、一般会計と２つの特別会計（住宅新築資金等貸付事業特別会
計、赤間駅北口整備事業特別会計）を合わせたものです。

項目 決算額
（対前年度伸び率） 主な増減要因

自主
財源

市税 100億円
（▲1.8％）

市民税（▲2億6,000万円）、固
定資産税（＋6,000万円）、た
ばこ税（＋1,000万円）

その他
自主財源

29億7,000万円
（＋17.7％）

繰越金（＋3億5,000万円）、分
担金及び負担金（＋1億円）

依存
財源

地方
交付税

73億8,000万円
（＋4.4％）

普通交付税（＋2億7,000万円）、
特別交付税（＋4,000万円）

国県
支出金

64億1,000万円
（▲22.8％）

定額給付金（▲9億4,000万円）、
田熊石畑遺跡整備事業（▲8億
8,000万円）

市債 34億円
（＋7.9％）

臨時財政対策債（＋7億円）、日
の里中学校改築事業（▲1億
6,000万円）

その他
依存財源

15億2,000万円
（▲4.2％） 各種交付金

項目 決算額
（対前年度伸び率） 主な増減要因

義務的
経費

人件費 38億5,000万円
（＋0.1％）

宗像地区事務組合派遣職員分（水
道会計）（＋1億2,000万円）、時
間外手当外（▲3,000万円）、退
職手当組合負担金（▲5,000万円）

扶助費 61億7,000万円
（＋25.8％）

子ども手当給付費（＋9億5,000
万円）、生活保護扶助費（＋1億
4,000万円）

公債費 35億4,000万円
（▲10.9％）

繰上償還（▲2億8,000万円）、
定時償還（▲1億2,000万円）、
利子（▲3,000万円）

投資的経費 37億3,000万円
（▲37.4％）

田熊石畑遺跡整備（▲11億円）、
日の里中学校改築事業（▲6億
3,000万円）、赤間駅北口整備事
業（▲4億5,000万円）

一般行政経費等 132億3,000万円
（＋2.8％）

積立金（＋16億2,000万円）、
定額給付金（▲9億6,000万円）、
学校パソコン等整備（▲2億
1,000万円）

【歳入総額　316億8,000万円（対前年度　▲3.5％）】

【歳出総額　305億2,000万円（対前年度　▲3.3％）】

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を表す
指標で、この比率が低いほど、弾力性に富ん
でいることになります。
　県内市町村平均よりも低位で推移していま
すが、地方交付税の合併特例措置が縮小され
る平成26年度以降、上昇することが予想され
ます。

●経常収支比率●市債残高と基金残高

【歳入額の推移】 【平成22年度歳入構成】

　実質公債費比率は、市債などの償還にかかる
負担を指標化したもので、この比率が高いほど、
負担が重いことになります。
　市では、償還財源の一部が地方交付税措置さ
れる合併特例債を中心とした借り入れを実施し
ていることから、負担の軽減が図られ、数値が
低下傾向にあります。

●実質公債費比率
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